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京都議定書目標達成計画の課題

経団連自主行動計画の見直し不可欠
エネルギー効率世界１の実情

2007年5月２５日

浅岡美恵（気候ネットワーク）
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• 目標達成計画におけるエネルギー転換・
産業部門対策の重要性

特に少数の大規模排出事業者の役割

• 経団連自主行動計画の問題点

• 日本の省エネ世界１の実態を検証する

• 京都議定書目標達成に今、何が必要か
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CO2排出量の部門別割合

• 日本は産業の割合が主要国の中で最大

• 家庭と運輸の割合が他国より小さい

＜CO2排出量の部門別割合の国際比較（直接排出、2004年）＞
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（出所：日本・EU・アメリカが気候変動枠組条約に提出した温室効果ガス排出目録より作成）
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日本のCO2排出量の約６割にかかる

経団連自主行動計画
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（出所：2005年度温室効果ガス排出量速報値、経団連発表資料などより作成）
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１８０の事業所で日本全体の２分の１を排出
(発電所、高炉製鐵所、セメント製造、石油精製、製紙、化学品製造等）

大
口
業
種

事業者数８２

（気候ネットワークによる省エネ法情報開示資料（2003年度）、温室効果ガスインベントリなどより作成）

日本のCO2排出量
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燃料消費量（エネ庁への定期
報告書）の開示を拒否する大規
模排出事業者

非開示事業所が多い業種

高炉による製鉄所(100%）、
ソーダ工業（50％）など

化学工場の一部

０６年１０月５日名古屋地裁開示命令
０７年１月３０日大阪地裁も開示命令
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自主行動計画の問題点

① 業界が任意に多様な目標指標。原単位目標の業種も多い

② 業種別・全体の目標数値も任意に設定、努力目標

③ 全体として「90年水準以下」との算出根拠不明

④ 目標の妥当性、削減可能性を検証できる資料の開示なし

⑤ 目標達成の担保措置なし

⑥ 業界別、事業者別の達成分担の合意の有無、内容も不明

⑦ 計画未策定業種も多い

⑧ だが、政府の目標達成計画にそのまま組み込まれる

⑨ 審議会フォローアップでも根拠情報が開示されず、結論のみ

⑩ 2010年目標達成の見通しの根拠は不明。未達成の時は？
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－18％省エネ法の努力目標（年平均
1％以上の原単位改善）

－6％京都議定書の日本の目標

－8.6％
（－16.1％）

目達計画・産業部門
（同・エネルギー転換部門）

±0％経団連35業種の目標

削減率
（90年度比）

2010年度目標

経団連全体の目標は「ゼロ削減」
全体目標も不十分
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原単位目標業種の排出量が６割
総量目標の達成は担保されていない
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生産量見通しが
狂えば目標未達成も

（出所：経団連「温暖化対策 環境自主行動計画 2006年度フォローアップ結果 概要版」より作成）
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自主行動計画

業界による不適切な“自主目標指標･目標数値”

• 目標の生産指標及び目標値
が不適切な業種

• 目標数値の妥当性の検証
が必要

1.13

2.33

1.29

1.58

90年比

生産台数

部門ごとの生産量

部門ごとの生産量

精製業者原油処理量

より妥当な生産指標

0.80生産金額自動車

1.64（IIP）実質生産高（デフレーター補正）電機電子

1.16（IIP）生産指数（1990年を1）化学工業

1.18常圧蒸留装置換算通油量石油

90年比業界使用の生産指標

0 0.5 1 1.5

石油

化学

自動車

電機電子

2005年度のエネルギー効率変化（1990年度=1）

ノーマル指標 業界指標

（右図・下表とも産構審・中環審フォローアップ資料などより作成）
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自主行動計画

バラつく業界ごとの目標指標と実績
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乳業
製粉産業機械

(生産額)板硝子

セメント

建設(工事額)

石灰石鉱業

住宅

アルミ圧延(業界補正)

ベアリング
(生産額)

ゴム

精糖

製薬(生産額)

石油鉱業

工作機械
(生産額)

化学(業界補正)

非鉄金属製錬

自動車部品
(生産額)

自動車(生産額)

衛生設備機器
(生産額)

ビール

製紙
伸銅

石灰 達成

未達成

2005年までのCO2総量と原単位
黒字は生産量原単位
赤字は生産額原単位
青字は独自の指数をもとにした原単位
で内容不明

総量増加総量削減

電子電機(IIP)

清涼飲料

総量増加で
効率も悪化

総量増加だが
効率は向上

総量減で
効率向上

総量減だが
効率悪化

染色整理業
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(生産台数)
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電線
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建設機械
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向上

（出所：産構審・中環審フォローアップ資料などより作成）
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よくある産業界の主張

• 日本は世界で最も優れた省エネルギー国家

（＝産業部門の効率性の高さ）

京都議定書の目標数値は各国のエネルギー効率の
裏付けのない合理性、公平性に欠けるもの

本日の反論

・ 米国・中国・インドが参加しない京都議定書は欠陥品

• EUのC&T型排出量取引は自由主義経済になじまず
（EUの既得権益維持・拡大のためのもの）
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国全体
国全体では日本が良さそう
に見えるが・・・

部門別
家庭と運輸が小さい結果。
産業・業務は欧米と同程度

日本は省エネ・CO2優等生？ GDP当たりCO2排出量

（2004年、CO2排出量＝日本・EU・アメリカが気候変動枠組条約に提出した温室効果ガス排
出目録、 GDP＝Energy balances of OECD Countries 2003-2004）
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経済産業省資料
一次エネルギー／GDP（為替レート）の国際比較

（出所：産業構造審議会環境部会地球環境小委員会・中央環境審議会地球環境部会第14回合同会
合 参考資料2 エネルギー効率の国際比較について（経済産業省） （2007年4月17日））
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GDP当たりエネルギー量の国際比較（為替レート）
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（出所：IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004 より作成）

• 日本は国全体としては他の先進国より小さい

• 特に小さいのは運輸と家庭、産業は英と同程度

＜GDP（為替レート）当たりエネルギー量の国際比較（2004年）＞

1.0 1.7 1.3 1.6 1.8 1.5 2.0

（※各部門（「産業」～「その他」）は最終エネルギー消費量、「エネ転換」は最終エネルギー
消費量の計と一次エネルギー供給量の差、従って合計は一次エネルギー供給と同じ）
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経済産業省資料
一次エネルギー／GDP（購買力平価）の国際比較

（出所：産業構造審議会環境部会地球環境小委員会・中央環境審議会地球環境部会第14回合同会
合 参考資料2 エネルギー効率の国際比較について（経済産業省） （2007年4月17日））



17
（出所：IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004 より作成）

• 日本は国全体としては欧州諸国と同程度

• 運輸と家庭が小さく、産業は欧州より大きく米国並み
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＜GDP（購買力平価）当たりエネルギー量の国際比較（2004年）＞

1.00 0.99 0.90 1.05 1.03 0.79 1.40

GDP当たりエネルギー量の国際比較（購買力平価）

（※各部門（「産業」～「その他」）は最終エネルギー消費量、「エネ転換」は最終エネルギー
消費量の計と一次エネルギー供給量の差、従って合計は一次エネルギー供給と同じ）
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GDP当たりCO2排出量の国際比較（為替レート）

• 日本は国全体としては他の先進国より小さい

• 運輸と家庭が特に小さい、産業は欧州より大、米国並み

＜GDP（為替レート）当たりCO2排出量の国際比較（直接排出、2004年）＞
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（出所：日本・EU・アメリカが気候変動枠組条約に提出した温室効果ガス排出目録（CO2排出量）、
IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004（GDP）より作成）
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（出所：日本・EU・アメリカが気候変動枠組条約に提出した温室効果ガス排出目録（CO2排出量）、
IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004（GDP）より作成）

• 日本は国全体としては欧州諸国と同程度

• 運輸と家庭が小さく、産業は欧米より大きい

GDP当たりCO2排出量の国際比較（購買力平価）

＜GDP（購買力平価）当たりCO2排出量の国際比較（直接排出、2004年）＞
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日本の製造業のエネルギー効率の変化

（出所：エネルギー・経済統計要覧（2007年版））

＜IIP（鉱工業生産指数）当たりエネルギー消費原単位の推移（1970～2005年）＞

• オイルショックの時代に効率向上（省エネ）が進んだが、

• 1990年以降は停滞（やや悪化）
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エネルギー効率変化（鉄鋼）

・エネルギー原単位（単位製造量当たりエネルギー消費量）の国際比較
どちらの数字が実態を反映しているのか

・検証可能なデータ・計算方法を共有して議論すべき

（日本鉄鋼連盟資料） （中央環境審議会地球環境部会）
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エネルギー効率変化（セメント）

・上図では欧米より良い
・ しかし、工場ごとにばらつき

（下左）
日本にも削減の余地

（日本経団連（セメント協会）資料）

（中央環境審議会地球環境部会）

（気候ネットワークによる省エネ法情報開示資料（2003年度）の事業所別
燃料使用量データ、事業所別クリンカ生産量（セメント年鑑）より作成）
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産業(自家発電) 電気事業者

石炭の使用業種別変化（１９９０～２００４）

（出所：資源エネルギー庁エネルギーバランス表より作成）
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産業における燃料構成の国際比較

（出所：IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004 より作成）

• 先進国中、日本の産業が突出して石炭の割合が大きい

＜産業における燃料構成割合の国際比較（2004年）＞
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産業における石炭使用量の変化の国際比較

（出所：IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004 より作成）

＜産業における石炭使用量の変化（1990～2004年）の国際比較＞
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• 1990年以降、日本は燃料転換が進んでいない



27

発電における燃料構成の国際比較

（出所：IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004 より作成）

• 日本の石炭の割合は、EUとほぼ同じで平均程度

＜発電における燃料構成割合の国際比較（2004年）＞
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石炭火発の発電量の増加の国際比較

（出所：IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004 より作成）

• 1990年以降、日本だけが突出して激増

＜石炭火発の発電量の変化（1990～2004年）の国際比較＞

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000

日本

ＥＵ15

アメリカ

ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

1990

2004

153%

-6%

23%

-4%

-35%

-19%

42%

増減率
単位：百万kWh
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CO2削減に逆行する石炭火発増加

• 石炭火発からCO2排出原単位の小さい天然ガス
（LNG）火発にシフトすることで大幅削減
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その他全排出 石炭火発(自家発) 石炭火発(電気事業者)

• 石炭火力発電が、設備容
量・発電量ともに3倍強の大
幅増加（2005年/1990年）

3.1倍37361223設備容量
（万kW）

3.4倍2428719発電電力量
（億kWh）

増え方2006年度1990年度

（エネルギーバランス表より作成）（平成19年度電力供給計画の概要などより作成）
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石炭を大量に使い続ける「美しい国」？

どこへ向かうのか？
安倍首相の３つの提案（5月24日）への疑問

• 長期目標実現の長期戦略は、原子力と石炭火発＋
ＣＣＳによるＣＯ２ゼロエミッション発電？

• 京都議定書を「超え」る新たな枠組み？に、京都議
定書は第２約束期間はある？

• 産業界の「国民運動」参加はオフィス対策だけ？

○ 排出量取引、経済的インセンティブなどは中期戦略の検討課題にとどまる
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大排出業種での省エネ投資
２年で投資回収。コスト削減になる対策

1.74884製紙

3.729106セメント

259120石油

1.9133256化学

2.2147323電機電子

投資回収年
エネルギーコスト
節約額［億円］

投資額

「億円］
業界

（出所：産構審・中環審フォローアップ資料及び経済産業省工業統計表より作成）
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部門のCO2排出量と活動量

• 部門排出量の増減は、活動量と合わせて見る必要

• 活動量は、産業は横這い、業務・家庭は大きく増加

（※活動量指標は順に、IIP、旅客輸送量、貨物輸送量、床面積、世帯数）
（出所：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2007」及び

2005年温室効果ガス排出量速報値より作成）

＜1990～2005年の各部門のCO2排出量と活動量の変化＞
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冷暖房 給湯
照明・家電
自動車

建物の断熱
性能に依存

機器の性
能に依存

生活スタイル等

機器の性
能に依存

生活スタイル等

施設の断熱
性能に依存

機器の性
能に依存

生活スタイル等

家庭での取組（機器・住宅の選択と行動）

産業部門の
製品の性能
に依存する
部分が大

家庭の努力が
期待される部分

厨房

家づくり･
木材利用
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地球温暖化への‘国民運動’とは

・合同会合で産業団体委員等が「国民運動」に言及

・（案）では、「国民に対する普及啓発」で「国民運動」

・安倍提案では、「１人１日１ｋｇ」削減国民運動

「国民的取組」に不可欠で、現在欠けているもの

・政府･自治体、事業者、国民・消費者などすべてのセクターが
中長期的削減数値目標と社会経済システムの転換の必要性
を共有して、実効性ある取組を実行

・国民・消費者も、削減可能性、実効性、緊急性、費用効果等
を評価できる十分な情報を共有して、政策決定に参加

・各セクターが連携して、相乗効果をもたらす取組を創意工夫、
それぞれの役割を実行（グリーン電力、効率のよい製品が高
くない価格で供給され、消費者が選択）
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大型家電はエネルギー増
• 大型テレビは小型のものに比べて排出増

• テレビは種類によっても大きく異なる

• 買う時には本当にその性能が必要か吟味する必要

0 100 200 300 400 500 600

ブラウン管14(top)

液晶15(top)

液晶20(top)

液晶ワイド20(top)

液晶ワイド42

プラズマワイド42

プラズマワイド55以上

電力消費量（kWh/年）

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

電気代（円/年）

電力消費

電気代700円

11000円
5100円

（省エネセンターホームページより）
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対策と政策強化の提案

○石炭火発の抑制・削減とLNG火発へのシフト
○自然エネルギーの大幅拡大

対
策

政
策
強
化

○火発対策
・石炭への課税の大幅強化

（kWh当たり単価がLNGより高くなるように課税）
・石炭火発の新設規制導入（環境アセス大幅強化）
・火力発電所へのCO2排出原単位基準規制の導入
・発電部門のエネルギー効率規制の導入・強化
○自然エネルギー大幅拡大
・固定価格買取制度の早急な導入
・当面、RPS法目標値の大幅引き上げ

エネルギー
転換部門
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深掘り対策と政策強化の提案

○自家発・熱利用の燃料転換（石炭からLNGへ）

○省エネ（効率向上）

（特に、効率の低い事業所の引き上げなど）

対
策

政
策
強
化

○政府との協定またはキャップ＆トレード型国内排出量取
引制度の導入

○自主行動計画においても次の改善が求められる

・事業所ごとの排出量・効率にかかる十分な情報開示

・生産活動指標を含む目標の妥当性の再検証

・全業種で総量と原単位の両方の目標を設定

・各業種の目標達成の義務化
（目標未達成の場合の担保措置や責任体制の明確化）

○石炭課税等の燃料転換促進政策（エネ転と一部共通）
○省エネ法の強化（「1％改善」の義務化など）

産業部門


